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このような背景から本博士論文では二種類の含ケイ素 π 共役化学種について研究を行った(Chart 
1)。第二章では空間を介した軌道相互作用を示すスピロペンタシラジエンの一電子酸化を行うこと
で、対応するスピロペンタシラジエンラジカルカチオン 1 の合成および単離に成功した。さらに 1












































2a: R = tBu


















嵩高いアルキル基を持つスピロペンタシラジエン 5 に対して Ph3C+[B(C6F5)4]−を作用させること
で一電子酸化反応が進行し、対応するラジカルカチオンのボラート塩 1 を収率 72%で合成した（式
1）。また 1 はカリウムグラファイトで還元することで、5 を NMR 収率 98%で与えた。化合物 1 の
二つの Si=Si 結合長は中性分子 5 のものに比べて伸長していた。また DFT 計算から、Si=Si 結合の
結合次数の低下と不対電子の不飽和ケイ素上での均等分布が示されたことから、1 は四つの不飽和
ケイ素上に電子スピンと正電荷が非局在化した構造を持つと結論した。1 のフルオロベンゼン中の
UV-vis-NIRスペクトルでは著しく長波長側に三つの吸収帯（λmax = 1972, 1000, 695 nm）が観測され、





5 (98% NMR yield)
KC8 (1.2 eq.), CPME




























6 に対して比較的嵩高い求核剤（tBuLi, Ph2NLi, (Me3Si)3SiK）を作用させると、それぞれアルキル基、
アミノ基、シリル基で置換された新規シレン 2a-c が生成した（Scheme 2）。この反応はハロシレンから
配位のないシレンを合成した初めての例であり、6 がケイ素を含むπ共役化合物の合成に有用である事
を示している。また還元剤である KC8を作用させると 1,3-ジシラビシクロ[1.1.0]ブタン 3 が収率 33%で
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2a: R = tBu (19%)










































した。また、この化合物が赤外領域である IR-B 領域(1400～3000 nm)に吸収帯を示すことを見出
し、この吸収帯が HOMO→SOMO 遷移によるものあることを量子化学計算により推定した。含ケ
イ素二重結合から構成される共役系のラジカルカチオン種で赤外領域に吸収を示す化合物の創出
が可能であることを実証した。  
第３章では、ハロアルケン（ビニルハライド）のケイ素類縁体であるブロモシレンの反応性を明
らかにした。安定ブロモシレンに対して求核試薬を作用させることで、新規シレン誘導体の合成
に成功した。安定ブロモシレンの還元反応では、高歪み化合物であるビシクロテトラシランのケ
イ素類縁体が得られること、ニッケル０価錯体との反応ではシレンのケイ素－炭素二重結合がニ
ッケルの配位により安定化されることを見出した。ハロシレンはこれまでにも合成や反応性の報
告例があるが、本研究により含ケイ素π共役化合物のビルディングブロックとしてのハロシレン
の有用性が明らかになった。 
 
 本研究で得られた以上の成果は、典型元素を含む共役π電子系分子に関する認識を著しく更新
し、有機典型元素化学の深化に大きく貢献するものである。  
 
以上の研究成果は、本多峻也氏が自立して研究活動を行うのに必要な高度の研究能力と学識を
有することを示している。したがって、本多峻也氏提出の博士論文は、博士（理学）の学位論文
として合格と認める。  
 
 
